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提出意見 
 

主な内容 
下記の該当するものに〇をつけてください（※複数選択可） 

処分方法 ・ 処分時期 ・ 風評対策 ・ その他 

トリチウム汚染水の海洋放出には反対です。低レベル放射性廃棄物を、陸上保管可能な対案があるに

もかかわらず、意図的に海洋放出して海を汚染するのはロンドン条約違反です。海洋法に関する国際連

合条約にも違反します。1993 年 3月 30日に閣議決定した平成 5年度原子力開発利用基本計画の「低レ

ベル放射性廃棄物の海洋投棄については、関係国の懸念を無視して行わない」との方針に違反し、1993

年 11月 2日の原子力委員会決定にある「低レベル放射性廃棄物の海洋投棄は、国際原子力機関の基準

等に則って行えば、公衆の健康に特段の影響を与えるものではないと考える。しかし、･･･我が国とし

ては、今後、低レベル放射性廃棄物の処分の方針として、海洋投棄を選択肢にしない」との方針にも違

反します。トリチウム汚染水は海洋放出を断念し、トリチウム以外の核種を現在の技術で可能な限り除

去した上で、タンク貯蔵とグラウト固化埋設の併用等で陸上保管すべきです。 

日本政府は 1980 年 11月 14日に海洋投棄規制条約（ロンドン条約）に正式加盟し、締約国の特別な許

可を得て低レベル放射性廃棄物を海洋処分しようと計画していましたが、1980 年太平洋ベースン首脳会

議で「投棄計画中止を要求する」共同声明が採択され、1983年第 7回ロンドン条約締約国協議会議で「海

洋投棄によるすべての影響が明らかにできるような研究が完了するまでは投棄を一時停止する」決議が

採択され、1985年第 9回同会議で、科学的検討のみならず、政治的、社会的等の検討を含む広範な調査、

研究を終了するまで海洋処分を一時停止するとの決議がなされたのです。そのような中、ロシア政府が

1993 年 4 月に、かつて旧ソ連及びロシアにより日本海、オホーツク海等の極東海域及びバレンツ海等の

北方海域に液体及び固体廃棄物を投棄した事実が公表され、また、同年 10月のロシアによる日本海での

液体放射性廃棄物の海洋投棄等が明らかになり、放射性廃棄物海洋投棄に対する国際的関心が一層高ま

った結果、日本政府も 1993（平成５）年度原子力開発利用基本計画（1993.3.30閣議決定）で「低レベル

放射性廃棄物の陸地処分については･･･処分技術の開発等を推進する。海洋処分については、関係国の懸

念を無視して行わないとの考え方の下に、その実施については慎重に対処する。」とし、1993 年 11 月 2

日には、「今後、低レベル放射性廃棄物の処分の方針として、海洋投棄は選択肢としない」との原子力委

員会決定がなされたのです。 

その 10日後、同年 11月 12 日の第 16回ロンドン条約締約国協議会議では、「放射性廃棄物およびその

他の放射性物質」の海洋投棄の原則禁止等の条約改定が行われました。その附属書一（投棄を検討する

ことができる廃棄物その他の物）では、「国際原子力機関によって定義され、かつ、締約国によって採択

される僅少レベル（すなわち、免除されるレベル）の濃度以上の放射能を有する」しゅんせつ物・下水汚

泥・魚類残さ又は魚類の工業的加工作業から生ずる物質等 8 種類の物質は投棄対象として検討可能とさ

れていますが、今回のように、「高度濃度放射性廃液を免除レベル未満へ海水で希釈すれば海洋投棄して

もよい」という規定などありません。それを認めれば原則禁止が骨抜きになるからです。 

低レベル放射性廃液の海洋投棄が原則禁止にされたロンドン条約の経緯や日本政府が海洋投棄を選択

肢にしないと決定した経緯から判断すれば、高濃度トリチウム汚染水を大量の海水で希釈して海洋投棄

するなど、到底できないはずです。海洋法に関する国際連合条約にも違反します。陸上での固化埋設と

タンク貯蔵で乗り切れる選択肢があるのですから、それを真摯に検討し、海洋放出を断念すべきです。 

 


